
　

第101回定時株主総会招集ご通知に際しての法令

及び定款に基づくインターネット開示事項

　
　

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

（2018年２月１日から2019年１月31日まで）
　

　

オーエス株式会社
　

　

法令及び当社定款の規定に基づき、上記の事項につきま

しては、インターネット上の当社ウェブサイト

(http://www.osgroup.co.jp) に掲載することにより、

株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ４社

(2) 連結子会社の名称 ＯＳフードサービス株式会社

オーエス・シネブラザーズ株式会社

ＯＳ共栄ビル管理株式会社

ＯＳ不動産株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券

　 (その他有価証券)

時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。

　 ②たな卸資産

販売用不動産 … 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。

商品、貯蔵品 … 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産の減価償却の方法は、主として定額法によっておりますが、一部については定率法を採

用しております。

ただし、2007年３月31日以前に取得したものについては、旧定額法及び旧定率法を採用しておりま

す。

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

　 ③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しております。

(4) 退職給付に係る負債の計上基準

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額に基づいて退職給付債務を算定する方法による簡便法を適用しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①繰延資産の処理方法

　 社債発行費については社債の償還期間にわたり均等償却しております。

　 ②ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について特例処理を採用しております。

③任意組合(共同事業体)の会計処理

当社の当連結会計年度における任意組合の仮決算による財産及び損益の状況に基づいて、任意組合の

資産・負債・収益・費用を当社の持分割合に応じて計上しております。

　 ④消費税等の会計処理の方法

税抜方式を採用しております。

(会計上の見積りの変更)

当連結会計年度において、一部店舗の退店に伴う新たな情報の入手に基づき、当該物件に係る原状回復費用を

合理的に見積もることが可能となったため、110,144千円を資産除去債務として計上しております。

なお、この変更に伴って計上した有形固定資産については、減損損失として処理したため、当該見積りの変更

の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益が110,144千円減少しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産

販売用不動産 486,263千円

建物及び構築物 6,736,914千円

土地 9,720,709千円

上記に対応する債務

借入金及び社債 9,406,120千円

このほか、宅地建物取引業法に基づく営業保証金20,206千円及び特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等

に関する法律に基づく住宅販売瑕疵担保保証金115,505千円を法務局に供託しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,514,896千円

3. 保証債務

顧客の住宅つなぎローンに対する保証債務 789,209千円

4. 土地の再評価

当社は、「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該再評価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を「土地再評価差額金」として

純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 2002年１月31日

再 評 価 の 方 法 再評価の方法については、「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算定した価額」に合理的な調整を行って算出する方法を採用

しております。

(連結損益計算書に関する注記)

減損損失

当連結会計年度において、飲食事業及びその他事業店舗の退店に伴い、原状回復費用相当額110,144千円及

び関連資産相当額1,905千円を減損損失として認識いたしました。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 3,200,000株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年４月26日
定時株主総会

普通株式 39,575 12.50
2018年
１月31日

2018年
４月27日

2018年９月11日
取締役会

普通株式 39,574 12.50
2018年
７月31日

2018年
10月５日

　

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年４月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 39,574 12.50
2019年
１月31日

2019年
４月24日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については金融機関から

の借入や社債発行などによっております。

営業債権である売掛金にかかる顧客の信用リスクは、各社の社内規定等に基づき与信管理を行い、リスク

の低減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況の把握を行っており

ます。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

長期借入金及び社債は主に設備投資にかかる資金調達であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対し

ては、金利スワップ取引により支払利息の固定化を実施しております。

なお、デリバティブ取引は、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2019年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの((注)2．参照)及び重要性が乏しいものにつ

いては、次表には含めておりません。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 1,514,932 1,514,932 －

(2)売掛金 295,831 295,831 －

(3)有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 351,622 351,622 －

資産計 2,162,386 2,162,386 －

(1)買掛金 729,555 729,555 －

(2)社債(※１) 1,000,000 999,612 △387

(3)長期借入金(※２) 12,927,620 13,045,400 117,780

負債計 14,657,175 14,774,568 117,393

デリバティブ取引 － － －

※１ １年内償還予定の社債は(2)社債に含めております。

※２ １年内返済予定の長期借入金は(3)長期借入金に含めております。
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(注)1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引先金融機関から提示された

価格、投資信託は公表されている基準価格によっております。

負 債

(1)買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2)社債、(3)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て計算する方法によっております。変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映し、また、当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。なお、金利スワップの特例処理の対象とされている変動金利の長期借入

金については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注)2． 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 41,036千円

長期預り保証金 1,956,067千円

上記については、市場価格がなく、将来キャッシュ･フローを見積ることなどができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため時価開示の対象としておりません。
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(賃貸等不動産に関する注記)

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では大阪府その他の地域において賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を有

しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 時価

22,655,149千円 30,358,660千円

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。

2．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」

に基づく金額、ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格

を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて

調整した金額によっております。その他の物件については適切に市場価格を反映していると考えられ

る指標に基づく金額であります。

　

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 3,161円71銭

2. １株当たり当期純利益 134円75銭

(備考) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　 (子会社株式)

移動平均法による原価法を採用しております。

　 (その他有価証券)

時価のあるもの…決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産

販売用不動産 … 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。

商品、貯蔵品 … 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産の減価償却の方法は、主として定額法によっておりますが、一部については定率法を採

用しております。

ただし、2007年３月31日以前に取得したものについては、旧定額法及び旧定率法を採用しておりま

す。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しております。

(3) 退職給付引当金

当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額に基づい

て退職給付債務を算定する方法による簡便法を適用しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費については社債の償還期間にわたり均等償却しております。

(2) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について特例処理を採用しております。

(3) 任意組合(共同事業体)の会計処理

当社の当事業年度における任意組合の仮決算による財産及び損益の状況に基づいて、任意組合の資

産・負債・収益・費用を当社の持分割合に応じて計上しております。

(4) 消費税等の会計処理の方法

税抜方式を採用しております。

(会計上の見積りの変更)

当事業年度において、一部店舗の退店等に伴う新たな情報の入手に基づき、当該物件に係る原状回復費用を合

理的に見積もることが可能となったため、94,164千円を資産除去債務として計上しております。

なお、この変更に伴って計上した有形固定資産については、減損損失として処理したため、当該見積りの変更

の結果、当事業年度の税引前当期純利益が94,164千円減少しております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産

販売用不動産 486,263千円

建物 6,616,124千円

土地 9,496,705千円

上記に対応する債務

借入金及び社債 9,089,600千円

このほか、宅地建物取引業法に基づく営業保証金20,206千円及び特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等

に関する法律に基づく住宅販売瑕疵担保保証金115,505千円を法務局に供託しております。
　

2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,416,726千円

3. 保証債務

顧客の住宅つなぎローンに対する保証債務 789,209千円

関係会社の金融機関借入保証債務 316,520千円

4. 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 15,667千円

短期金銭債務 109,999千円

5. 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該

再評価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

再評価を行った年月日 2002年１月31日

再 評 価 の 方 法 再評価の方法については、「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算定した価額」に合理的な調整を行って算出する方法を採用

しております。
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(損益計算書に関する注記)

1. 減損損失

当事業年度において、その他事業店舗他の退店に伴い、原状回復費用相当額94,164千円及び関連資産相

当額418千円を減損損失として認識いたしました。

2. 関係会社との取引高

　 売上高 70,909千円

　 売上原価及び一般管理費 838,442千円

　 営業外収益 4,633千円

　 営業外費用 1千円

　 資産購入高 49,325千円

　
(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 34,036株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税 1,055千円

賞与引当金 6,535千円

未払事業所税 3,684千円

未払役員退職慰労金 1,377千円

資産除去債務 28,814千円

その他 2,253千円

繰延税金資産合計 43,721千円

繰延税金負債との相殺 －千円

繰延税金資産（流動）の純額 43,721千円
　
繰延税金資産（固定）

減損損失 135,186千円

退職給付引当金 112,222千円

減価償却費超過額 32,216千円

その他 14,857千円

小計 294,483千円

評価性引当額 △93,231千円

繰延税金資産合計 201,252千円

繰延税金負債との相殺 △201,252千円

繰延税金資産（固定）の純額 －千円
　
繰延税金負債（固定）

固定資産圧縮積立金 △1,057,220千円

その他有価証券評価差額金 △57,790千円

繰延税金負債合計 △1,115,010千円

繰延税金資産との相殺 201,252千円

繰延税金負債（固定）の純額 △913,758千円

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 3,050円49銭

2. １株当たり当期純利益 111円62銭

(備考）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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